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設 備 投 資 行 動 と 稼 働 率 の 影 攀 =
—— 第 2 次虐業における赤線聖推定の S 睡 例 —

浜 田 文 雅

この小論は,設備投資へめ稼働率の実質資本用役コ 

ストを通じてめ影響を考慮した場合の設備投資方程式 

の推定を試みる。これに関連して，一擅の非線型推定 

がおこなわれた。ここでは, 一つめ副産物として，泰 

'線聖推定の実験例が表にまとめられている。生産開敎 

に予めあまり強、制約を課さずにおく方が,推定方法 

としてより好ましいと考えたからでもる。結果的に見 

，ると，生産関数（第2次産業集計値に対する）は，1 次同 

次で近似できタととが明らかになった。

つぎの節では，最適資本ストックを特定化し，第m 
節では, これにもとづく投資の実現関数を特定jf匕し, 
第 IV節においては，ここで試みた非線型推定法およぴ 

利用したデ~ タについて述べ，第 V節では定結果を 

検討する。

n 潜在的に最適なストツク

企業が，設備投資によって得られるはずの予想iR益 

の現を価/直を桓大化するという意味での‘合理的行動を 

すると仮定する。予想収益の計算において,多数の情 

報の中かん特に，生産の技衛条件，既存のストック， 

現在の生産物価格，賃金率，利 子 率 （または割引率)，設 

備投資財の倾格，資本減耗率，既存ストックの翁働率 

などの直接収益計算1̂こおいて考慮されなけれぱならな 

' い諸要因のみをとり上げると仮定しよう6
. ジg ルゲンソンにしたがゥて，投資計画は，評画期

ミ だ ;
注/ ,5ず 資 関 数 の マ ク ロ . ペースでの肥はこ関するサーベイについては， (!974)を翻 ^̂せよ。

に̂ f  ぬこよると，製造エ壤の稼働率描数（昭和45年平均ニ100)は，昭利48年平均が101.1,49年乎均が91.4

( % ,fズ;Jご n レ ム な 'ミ 照 f よ。ド こ ジ gルゲンソンの特定化J は，かならずしも新ホ典派的均海. 
ケ 襲 !■またれてしていない。.したかって, ことでは, 結局は,比較静学的な最適ス:トジクが問週とさ

一'一* 6 3(121) --------

， ' . . 、 ，I . は じ め に ’

マクロェコノメトリタク，モデルにおけ;6設備投資 

方程式は，現実の経済変動を説明することを意図する 

モデルの主要な核の一*つとなっている。にもかかわら 

ず，設備投資のま動要因の把握は困難を極め，これ力，、 

原因となって，モデルの説明力が弱められる例は枚拳 

にいとまがないはどであ*(IJ。
最近の日本経済の低滞の主な原因の-^つが，民間設 

傭投資の不振にあることは, 誰も否定しない。 しかし 

その原因は, となる、と，需要増加がないという単純明 

解な答えが出てくるだけである。果して需要増加力ニ民 

間設備投資の刺激に直結するのであろうか？ もし 

既存の設備の探働率がある適正な水準に達して、れぱ， 

このことは真であ;^かもしれない。 しかし, 現実には， 

'.第2次産業の設備の華働率は, . かなり低、、水準に落ち 

こんでいるのであるニ

設備の稼働率の飯下は，単に既存設備の遊体化によ 

る投資誘因の消減をもたらすぱかりではなく , 資本用 

役コストの実質的な上昇をもたらすことになる点を看 

過してはならなV、。生産物Ti?場の競争の不完全性を利 

用.した製品価格の引上げによ.って，資本用役.コ.'ストの. 
実質的上昇の一^部を需要者に転嫁することができたと 

しても，100%の転嫁が生じないかぎり，投資はこの 

rfiiから抑圧されるであろう。

*̂ r̂/ijĵ [iiijrpTrriiinnTOii!(jmiiiximmiTiiiiimBiiiniiriiriti-nŵ
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間における各期の投資額を決定するような図式にした 

がうとすれぱ，予想収益の現在価値総額の極大化の必 

要条件から，計圃彻間の任意の期に'おける設備ストッ 

クの服界生産力は，その期における資本用役ねストを 

生産物価格で除した商に等しくなけれぱならない。 .
予想収益の計算において,既存ストックの稼働率を 

無祝することはできなiA),ま働率は,本来短期的な耍 

因ではをるが，稼働率の低下は，設備の遊休にともな 

う資本用役コストの負担を大きくする。この;^担は， 

その- -部が生廣物市場の競争の不完全の程度K i t s じて， 

生産物価格に転嫁されるであろう。 .したがって*生産 

物価格に転嫁されなかった部分があれば，それは，企 

業の受けとる生産物予想to格'を実質的にか卞げる効果 

をもつことになる。そこで，設備ストックの限界生産 

力と対置される資本用役の実質コストb 予想値は，そ 

れだけ高くなるであろう， レたがって，最適ストジ夕 

の水♦ は，予想される資本用役実質コストの上昇によ 

ゥて低下することになる*
つぎに，生産の技術条件を生産関数としてどのよう 

に特定化するかが問題である* ジ3 ルゲンソンは，コ 

プニダグラス型の生産関数を想定したが，この場合， 

最適資本ストックは，上述の必要条件から,需要また 

は産出水準に比例することになる。つまり，最適スト 

ツクの座出水準に関する弾力性係数は, 1 に指定され 

る。 しかし， 次 同次（" # 1 ) の生産関数を想定する 

と，産出水準に関する弾力性係数は1 ではなくなるで 

あろう。また，資本と労働の代替彈カ性係数が1 では 

ない生産関数を想定すると，実質資本用役コストi'と 
する弾力性係数も1 ではなぐなる。

以上に述べた議論を基礎として，潜在的に最適なス 

トックの特定化を試みよう。 現在の生ま物価格（付加 

価値価格または純価格）をめ既存ストックの稼働率を 

P とすると，，生産物価格の予想値 P » *  .を a p p * で!§わ 

すことができるとしよう。つまり，予想価格は現行価 

格に比例し，その比例要因が既存設備の稼働率である。

稼働率が低レ、水準にあるはど，予想価格は現行価格よ 

り他く，稼働率がゼロであれぱ，予想倾格はゼロとな 

る。予想細格をこのよ'うに定義しこの予想価格のも 

とでの最適産出水準を雄持するのに必要な最適資本ス 

トックをK * とすると，,通常の利潤極大イ匕図式による 

必要条仲式の一つとして，つぎの関係式を得る。すな 

ゎち，

/,» が 一  も  
d i e *  一 a p p *

ここに， 0)はjg|出水準， びは資本財如i格,みは資本減

.耗率，プは利子率である。，

生産関数が代替型の一般的な（ただし"well-behaved''
な）関lieで表わされるとすると，（1)を /(*について解

V、た式をつぎのように近似することができよう.。すな

ゎち，

(2) =  Z(セ , . ト 广

( 7 )
<5(|> 0, 0，> 0, c*< 0 

t i ：K, Co, C lおよび e : は未知のバラメタであホ，

上式から明らかなように，廣出水灌力;変イ匕しなくても, 
設備の稼働率の.上 昇 （低下）は，実質予想资本用役コ 

. ス トq0+r)/c0p* .の低下（上昇）を招き，最適設備ス 

トジク/ひの増加（減少）を誘発するでもるう。'

m 設備投資の実現プロセス

，現実に観察される設備投資のを動が，最適な設備ス 

トックを実現するプロゼスであるという考え方は，か 

なり一 般̂に讓認されている。この実現のプロセスを具 

体的にどのようにして把握するかに関しては，これま 

でに様々の研究結果がfg表されている0 しかし,ここ 

では，コイ—ク型のま型のラグ分布を用いて，設備役 

資の樊現プロセスを近似することにしよ.う*
観察の単位期間をg 散型に変え，添字 t を離散塑の 

時間変数とする。各期に■おいて意図された粗設備投資

注（4 ) ジョルゲンソン型のみならず，多くの投资IMj数において，設備の稼働率の考I®はかなり暖味である. また, とれが* 
クスプリシットに導入されている場合でも，その解釈は明確ではない。稼働率は,加速度要因の代理変数として利さ 

れるのが通例でもる。たとえぱ，Moyer=Glauber (1964)を参照せよ，

( 5) 最近の設備投資の低速は，生産物需耍の低速->稼働率の低下*̂ 庚質予想資本用役プストの上昇->設備投資の低下雄 

需の低迷という悪循環によるものと理解するととができよう，

(6) Bischoir (1969), Kuli^Schmalensee (1973), Chapt.も浪印 (1971),第10章などを參照せよ,
. ( 7 )  P の調盤を除けば，この解は通例のものと斑らない，たとえば, KuhニSehmale"seパ 1973),第4章を見よ，

( 8) 代ま的な例としてはKoyek (1954), Almon (1965). Jorgenson (1967), Bischoft (mO)_などが傘げられるであろう*
( 9 ) はは•同様め試みは， の特定化のオ11違があるにしても，沢ffl (197り 第 11?ぎに示されている， .

' »
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設備投資行動と稼働率の影響

の時間径路が,歴史的な時問の経過とともに変更され 

るプロセメ•が，各期に観察される粗設備:投資の変イ匕と 

なって現われると仮定すれぱ， 《期の粗設備投資 / , は, 
つぎのようなラグ分布図式で書きまわすことができる。 

すなわち，

(3) / . = [ s
ここに，んパニ//み; 0 < ^ < 1 ；；2 iふニ1 したがって，

が=1ース0 である。また，ムはラグ演算:子であるレ上 

式は，つぎめように書き換えることができる。すなわ

(4) ft  — ^o( Kt *~Kf ^\ ) - \ - ( 1— +5i f j _ i  

そこで，{4)(D右辺の it ,★に，前節で求めた潜在的に

最適な設備ストジクの決定式(2)を代入して整理すると，

(5) =  ■

+ (1—ん) / i_l + (み一ん) /G_1 
ここに,，ム' = んe « であ’る。上式は，ジ g ルゲンソン 

型のラグ構造とぱ多少異っている力'、，その相違点は， 

ジョルゲンソンの有理関数型のラグ分布が投資の！{•画 

額の時間径路を決定するのに用いられているの{こ対し 

て，ここでは，粗設備投資の時間径路をf多正するプロ 

セスとして，ラグ分布が導入されてV

I V デ ー タ お よ び 推 定 方 法 .

前節の(ら)を統計的に推定する方法としては， 2 つの 

方法が者えられる。第 1 め方法は，生産関数を直接推 

定しその構造パラメタを求め，それらを用いて{5)に 

おける2 つのバラメタ c iおよびを予め求めておき， 

それらを用いて，《5)を線形推定する方法であを。この 

方法の難点は，生産関数の特宠化を先収リしなけれぱ 

ならないこと, および，直接推定する場合のルとi f と 
に関する多重共線性と，最小2 乗バイァスの問題を回 

避することが困難なことであ：

第 2 の方法は， ここにその結果を示すように ,，（5め  

種の非線型推定法によって直接推定する方法である 

の插走のための方程式は，つぎのように衷わされる。 

すなわち， • .
{6) /j=Ao + +  .

レ 1,

ししに，Aiニ ス ん ニ 1一み. ス3ニるー/̂ 0, y t ニq^d+n)
Pipt*

てもる。 また，だ(ttt)=0. EitttU,) =0,
でもると仮定する。 そこで, 非線型推定法は,、 

制約なしであ>.れぱ，パ ラ メ タ お よ び di -.をあ;期 

(initial guess}がら一定幅で変化させながら , む。の 

最小値を探る方法 ..(s^Sreh. method),..または, . cr..お'よび 

<5*の範囲を制約して最小2乗法を適知する方法が考え 

られる。 ここでは，後者の方法を採用することにした。

観察期間は,昭和36年 4 ~  6 月湖から昭和48年 1 -  
3 月期であり，対象は，第 2 次産業の梁計値である。

さきに述べたように，この小論では，マ.クロモデルに . 
おける設備投資方程式め測定があ題であるから，モデ 

、' ル全体系の簡^^さが大きな制約とな力ている。 したが 

つで, 導入される変数も第2 次座‘業の当孰変数の代理 

変数が用いられる場合もああ。

別衰 ] は, 推定にお^^る変数およびデータの出典を 

簡単に示したものでもる。第 2 次産業の設備投資は， 

マクロバランスとの関係から， r支狂、いJ ベ ー ス の 実 

質額である.。生産物への需要 a;[ は， 本来ならぱ，第 

2 次産業のグロスの実質売上高をとるべきであるが，

ことでは，実質H民総生産F または突質総需要V + M  

力;用いられる。

実質資本用役コ'ストC C S は, 資本財デフレータ， 

設備の純除却率および規制外資出金利のデ…タから推 

定された。推定式はつぎの通りである。すなわち，

P I  「 R F 2
C C S - +0. ( A X S R L IR 0 H ‘P\lKF2- _

S R L l は規制外資金利であるが，これは規制內金利 

(臨ii;i:金利調盤法にょぅて規制される）が短期金利であるの 

に対して， 1年以上の期限ま.たほ100万円以下の額の 

出しに対する仓利であり，長期金利の代理変数とじ 

て用いられた。

、つぎと：具体的な推定手順を述べることにしょう。 

(6)におけるパラメタ Ciおょび C2に関して，その理論 

的おょび過去の経験から考えられる施囲を予め指矩レ 

た。すなわち，

0. 5 ^0 1 ^1 .5 , —1.0:^0；：̂—0. 2  

そこで, 上記の範旧で0 .1をきざみ崎として，（V を11 
通り， そのそれぞれに対して C 2 を 9 通り変イ匕させ，

合許99通りの組合せについて，（6)に直接-最小2 乗法を 

適 用 し パ ラ メ タ ん ，ん，ん お よ び ん を 求 め た 。

のデ -*タとしてほ，ま 質 G N P ぉょび実質総需要 

( V + M ) の.2 通りが用いられ（したがって，99X2ニ1か

注( 1 0 )ジa ルゲンソンのラグ分ギ【すと既在ストッ夕との関速については，卸 り (1971)第含章を参照せよ, 
( 1 1 )この力法に近い試みは，お田 ◊/). cj■《.，第Wぺ 1章に示されている。

• 6 5 ( i5 5 ) ——

C.卿
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通り），y t のデータとしては，さきに示したCCS力I用 

いられた。-
観察の単位期間が>四半期であるため,データは明ら 

かに季節変動を示している。そこで，実際の推定に際 

しては，（6)の代りに，季節ダミー変数を導入したつぎ 

のような推定式を採用した》すなわち，

. +  A ire 'S -1 + んり21^'2_1+ん 《31 '̂2ー>

(6)' + A , Q J F 2 . ,  ,
または，/ iほニん)+ ん [(7+M)*，c*as<̂ 2]

+ A 2 IF 2 .1 + A J C F 2 ..1 + A M F 2 -V  

+ A s Q 3 l F 2 . i + A ^ Q J F 2 . ,  

言うまでもなく，參節変動をのものが，ね資の規摸の 

拡大とともに, その振幅を大きくしているため，季節 

ダミー変数を前期のJ 'F 2 との積の形で用いる.ことに 

した。

V 推定結果の評価

- -
推定結果は，その一部力';別表 2 ~  5 に整理して示さ 

れている。さきに述べたように，推定は198通りのヶ 

ースについて試みられた力V 紙幅の制約のため，最も 

良好な結集を示したヶースとその周辺，およびそれと 

比f交するための若干のヶースのみを例示することにし 

S 表示の倚略化のため，ん，A sおよびんの淮定値 

り明記は省略されている。表において，各係数推定値 

の直下の力ッコ内には，当該係数に対する t 値がまさ 

れている。 は, 自由度調整済み決定係数，をは残整 

の壤準誤養， d はダーピソニヴトソン練計量である。

まず，1 9 8通りの推定結果に見られる一貫した観察 

事実として, ん ， A u  A z およびA sの推定値は，すべ 

て符号条件を満たし，統計的に有意でちづた。また， 

決定係数だもかなり高い水準を^^した。

こめ種の椎定法を適用したときにしぱしぱ見られる 

よう£ 〉，各係数推定値は， およびむの絶対値が大 

きくなるにしたがって, 一'"*：5の鋭則的な変化を示して 

いる。 特に，んおよびんの推定値は，次第に低下 

している6 ⑥’ の一番目の椎定式の堤合（生産物ぺの需 

m t , 卖贸 G N P である）には，んの推定値が有意では

なく，これを除いた推定結果力:示されている4 この場 

合にも, ダービンニワトソン統計量は，譲差の正の系 

列相関の存在を示唆レている6 A ,の推定値は0. 8 5以 

上の値をとり,談備投資を自己相関的に説明すること 

になる。 '
(6)'の後の推定式の場合（生産物への需耍は，樊質総需 

耍である) には，同様に，e iおよび (Vの絶対値が大き 

くなるにしたがって，A xお よ び ん の 插 定 値 力 下  

し，同時に,ダービンニワトソン統計量は，1 .3 9 3か 

ら次第に増大するが, . ’Ci = l . 0, ，’C2ニー0. 6 0 のとき，

4 2 は 0 .79522で最小となり，ダービンニタトソン絲 

計量は2 .1 どなる。 (hおよびC2の絶対値をさらに增 

大させると，ん め ，は再び増大しダーピゾニワト 

ソン統評量は低下していく。

以上の推定結果の比較換討り後，最の結架として ,
つぎの插定結果を採用することにした。すなわち，

‘ JF 2ニ 10. 6758+0‘ 001447(TM'M)i °CCSr®‘®
■ (7.27)

+ 0. 79522IF2.1-0. 03288KF2.1 ，‘
(17.74) (6.82)

0. 0 S l Q i T F 2 .  

(4.56)
-.0： 2 A 5 Q J F 2 .  

( 6 . 9 7 ) -

1+0.0 G 5 Q d F 2 .  

C3.85)

そこで, （5)および(e}によって, Co,ス。およびを描 

定すると, • 第 1 四半期jfcついて,，

1一ムニ0,79522 ；lo = a  20478
co；loニ0. 001447 . . . も=0. 00707
5 - ；!。ニ一0.03288 .V タニ0 .17190

したがって，乎均ラグは, 第 1 0 半期において，約 

3. 8S.期づまり11.64 か月で約1年間である。これあ 

第 2次産業集計値としては, ほぽ妥当な値と言えよう。 

タは，純除却率の平均値に相当するが，やや大き過ぎ 

るように思われる。 -
第 2, 3 四半期ははぽ上と同様の結果になる>5';,第 

4 K半期にゥいては, ，

1一んニ0. 79522-0. 245ニ0. 55022
ムニ Q.44978

eo；U=0‘001447 •，‘ るo ニ0.003217
a - 义0 ニー 0.03288 .，レぶ ニ 0.41690

したがって，乎均ラグは約4 か月とかなり短い。経资

注( 1 2 ) 198ケースに関心をもつ読者は， 接液あに依頼することによゥて，それらを入手可能である9
( 1 3 )同様のCiとは，AれA sおよびんについても言える。 '
( 1 4 )たとえは‘，Koyck (1954), Solow (1969)を参照せよ，》

(15) 口本における設備役资行!!)のラグが，他嫌こ比して短い点については， (1974)でも指摘しておいた。

一一  6 6 ( 1 2 4 ) ，一一 ，
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設備投資行動と稼働率の影響

行動の季節変位は，より詳細な情報の利用による分析 

を必要とするであろう。

つぎに,設備の辕働率に関する設備疫資の反応の弾 

力性係数を求めてみよう。 との研においては,稼働 

率のま化が, . 実質予想資本用役コストの変化を通じて, 
設備投資の変化を惹き起すこと力I想定されている。

《5)から，短期, 扭よび長期の反応の弾力性係数,は 

それぞれ, ' ぎのようにまわされホ。すなわち，

短期の弾力性係数

ニ - む)が 1

長期の弾力性係数

み广 (50 め を

そこで，昭和48年 4 〜 6月期の当該数値を上式に代入 

して弾性値を求めると， .
超期の弾力性係数=0. 0782 
長期の弾力性係数ニ0. 3819 

となる。上の結果は，稼働率に関する設備投資の弾力 

性が，あまり高くない，つまり非弾力的であると解釈 

されることになるかもしれない。 しかし短期はとも 

かくとして，長期において，稼働本の10バーセントの 

上 昇 （既存の稼働率の水準に対;する相対的聯JH率として）は， 

設備投資を3. 819バーセント増加させるのである力、ら, 
稼働率の影響は無視できないであろう。

最後に，上の推定結果を用いて,昭和36年 4 〜 6 月 

から48年 1 〜 3 月の内挿テストを試みた紹来を示すこ 

とにしよう。別図 1 において，点は♦ は突績値, X は 

推定値，そして両者がはほ’一致しでいる場合が□印で 

表わされている。図から明らかなように，観察期間全 

体としては，推定値力’':実績値をよく追っていることが 

分る。 しかし商者の間には，僅かながら位相のズレ 

が認めちれる。たとえば，昭和40年の不況期には，実 

級値の激しい低下を十分に追い切っていない。そして， 

41年の1 〜 3 月に設備投資のトラフがあるのに対して， 

插定値のトラフは1期遅れている。48印•俊以降の説明 

力がどの程度あ;るかのチストは，もう少し時を経なけ 

れぱ分らないが，従来のこの程度にアグリゲイトされ 

た投資関数に比して，かなり説明力が高いように思わ

れるハ

▽SPは, 残差の推定値の動きを示しているが，特に 

目につくような変化は認められなV、，
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別ま1 変数記号とデータ

記 号 ま 数 お よ び デ 夕 m 典

I F  2

V
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P I

p
R F 2

K F 2

S R L l

non
Q t i  Q a i  Q
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別 図 1 内浦テストの結果
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•均衡体系の変化の法則

別表2 第 1 推定式の推定結果

Ci=0.9
Cz— - 0 . 2 - 0 . 3 - 0 . 4 一 0 .5 - 0 . 6 - 0 . 7 - 0 . 8 - 0 . 9 - 1 . 0

Aii
Ax

ん

S
d

-14.4273
0.008502
(2.01)

0.885727
(15.27)
0.982-
56.77
1.154

-9.90501
0.004185
(1；98).
0.885633
(15.08)
0.982
65.83
1.159

-5.56803
0.002054
(1.95)
0.885931
(14.91)
0.982
55,91
1.165

-1.44013
0.001008
(1.92)
0.886596
(14.77)
0.982
55.99
1.171

2.46044'
0.000491
(1.88)
0.887602 
(14,66)

0 .982
56.08
1.178

6.12044
0.000239
(1.84)
0.888923

(14.56)
0.981
56.18
1.185

9.53107
0.000116
(1*79)
0.890531
(14.48)

0.981
56.28
1.193

12.6874
0.000056
(L 75)
0.8&2402 

(14.42)
-0 .981

56.38
1.200

15.5880
0‘000027 
(1.70)
0.894507

(14.38)
0.981
56. 48
1.207

別表 3 第 t 推★式の推定結果

C,=1.0
C 2= —0.2 一 0 .3 一 0 .4 —0,5 一 0 .6 一 0 .7 一 0 . 8 - 0 . 9 一1.0
ル ，
i l l

A ,

R^
S
d

-1.32088
0.002932
(1.93)
0.889661
(15.30)
0.982 . 
55.96 
1.161

2.36090
0.001441
(1.90)
0.885997
(15.14)
0.982
56.03
1.167

5.85802
0.000706
(1.87)

• 0.890870 
(15.00)
0,982
56.11
1.173

9.15563
0.000346
(1.83)
0.891659
(14.88)
0.981
56.20
1.180

12.2428
0.000169
(1.79)
0.892941

(14.79)
0.981
56.29
1.186

15.1120
0.000082
(1.75)
0.894492 
(14.?1)
0.981
56.38
1.193

17.7591
0.000040
(1.70)
0.896290
(14.65)
0.981
56.48
1.200

20.1826
0.000019
(1.66)
0.898310

(14.61)
0.981
56.57
1.208

22.3834
0.000009
(1.61)
0.900530

(14.58)
0,981
'56.67
1.215

別表4 第 2 推定式の推定结果

Cl ニ 0.9
C2 ニ 一 0 .2 .'一  0 .3

. \

— 0.4 一 0 .5 - 0 . 6 —0.7 一 0 .8 - 0 . 9 - 1 . 0
Vlo -177.647 -153.436 -126.205 -97.0940 -67.4053 -38.4434 -11.3559 -12.9811 -34.0147
ん 0.057136 0.029529 0.015037 0.007541 0.003724 0.001812 0.000870 0.000412 0.000193

(7.17) (7.33) (7.36) (7.25) (7.00) (6.66) (6.26) (5.82) (5.38)
A , 0.836156 6.822911 0.811877 0.803625 0.798520 0.796674 0.797948- 0.801997 0,808341

(19.75) (19.33) (18.78) (18.14) (17.46) (16.78) (16.16) (15.62) (15.17)
-0.027770 -0.028923 -0.029665 -0.029948 -0.029760 -0.029124 -0.028095 -0,026749 -0.025170( -6 .6 0 ) ( -6 .7 7 ) ( -6 .8 2 ) ( - 6 .7 3 ) ( -6 .5 1 ) ( -6 .1 9 ) (一 5 .81)‘ ( -5 .3 9 ) ( -4 .9 7 )

JP 0.991 0.991 0.991 0.991 0.991 0.990 0.990 0.989 0.988
S 39.33 38.83 38.75 39.09 39.83 40.91 42.22 43.68 45.20
d 1.781 1.857 1.923 1.970 1.995 ♦2.000 1.986 1.960 1.926

別表5 第 2 推定式の推定結果

C; ニ 1.0
Cj ~ — 0 .2 - 0 . 3 一 0 .4 ~ 0 .5  ■. 一 0 .6 - 0 . 7 —0.8 一0 ‘9 —  1.0

v4d -99.843 -72.9639 一45.0977 -16.7688 10.6758 36.0100 58.2830 76.9041 91.6486
A t 0.022641 0.011662 0.005913 0.002949 0.001447 0.000699 0.000333 0*00015す O.COO072

(7.76) (7.88) (7.84) (7.63) (7.27) {6.82) (6.32) .(5 .8 1 ) (5.31)
ん .0.827715 0.815196 0.805269 0.798505 0,795219 0.795422 0,798842 0.804993 0.813272

(20,35) U 9.88) (19.26) (18.52) (17.74) (16.99) (16.32) (15.75) (15.30)
^3 -0.031485 -0.032628 -0.033267 -0.633351 -0.032&77 -0.031887 -0.030460 -0.028701 -0.026719

' ホ
，( - ? .  22) ( - 7 .37) 7 .34) (-7 .1 5 ) .ト 6‘ 82) (~  6 .40} ( -5 .9 2 ) {~ 5 .43) ( - 4 . 9 4 )K 0.992 0.992 0.992 0.992 0.991 0.991 0.990 0.989 0.9880 37.58 37.22 37.35 37.97 39.02> 40.40 42.01 43.72 45.43(1 1.945 2.021 2.075 2.101 2.100 2.076' 2.038 1.992 1.942

69(127)

ル，，.，，m


